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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗︓改善　↘︓悪化　→︓変化なし　―︓数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位︓千円、⼈）

指標なし

達成目標
（☆印が付いているものは主要目標） 年／

年度 数値
単位

目標
年／
年度 数値年／

年度 数値
直近３か年の状況

年／
年度 数値

事　業　名 会計事務運営管理費 部局 会計局 課・室 会計課
実施期間 S22 〜

達成
状況 目標値設定理由

R6年度
実績 推移

③財務会計システムの安定稼働

単位
R4年度 R5年度

No. 指標名
実績 実績 推移

R7年度
目標値

デジタルの⼒を活⽤した便利で快適な暮らしの実現

No.

3-1②

施策分野（施策の総合的展開名）

事業番号 12 01 01 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

新財務会計システムの構築着⼿に伴い、現⾏システム改修は不執⾏と判断した
ことにより不⽤額を減額

⑤新財務会計システムの構築
９月補正予算のとおり

　会計事務は、法令に則った適正な処理が強く求められており、財務会計システムの運⽤による正確かつ効率的な出納事務、公⾦の
適正な管理と安全性に配慮した運⽤に取り組んでいるが、執⾏機関の会計事務では、知識不⾜や⼈的作業ミスに起因する不適正な
事案が、毎年発⽣している。
　引き続き、職員の資質向上を図るため、研修・会計指導を実施しながら、県⺠に信頼される会計事務の適正な執⾏の確保に努めて
いく必要がある。

　県⺠に信頼される適正な会計・出納事務の実施に努めるとともに、公⾦の確実な管理と効率的な運⽤を図る。

①適正な会計事務

当初予算のとおり

④財務会計システムの改修

当初予算のとおり

②研修・会計指導の実施
当初予算のとおり

E-mail pref.nagano.lg.jpkaikei

うち今回補正額
区分

R7年度
R6年度
R5年度

前年度繰越

0
0
0

当初予算

254,837
106,298
60,636

予算額

△ 105,050

補正予算等

△ 105,050
0
0

職員数

48.0
48.0
48.0

決算額

101,172
54,235

うち一般財源
129,405
86,808
42,160

合計
（予算現額）

149,787
106,298
60,636

財務会計事務研修会



8 公⾦事務取扱⼿数料の⽀払い
・指定⾦融機関等への窓⼝収納⼿数料、⼝座振込⼿数料の適正な経費負担額
の⽀払い

⽀払件数　窓⼝収納⼿数料約76千件、⼝座振込⼿数料約995千件

オンライン決済の運⽤
・ながの電⼦申請サービスによる申請⼿数料のオンライン決済の運⽤（収⼊証紙を
利⽤して申請⼿数料を収納している事務の一部で実施）

直接

直接

6 新財務会計システムの構築
社会のデジタル化に伴う県⺠の利便性向上や職員の働き⽅改⾰を推進するため、
新財務会計システムの構築に係る債務負担⾏為の設定

委託業者の決定及び開発着⼿

照合件数290件、運⽤回数15回、資⾦決済件数350件

5 財務会計システムの運⽤

・安定稼働と運⽤計画に沿った処理の確保
・システムのデータ管理、⼊⼒職員の⽀援
・新財務会計システム構築着⼿に伴い、現⾏システム改修を不執⾏としたことにより
減額補正

データ修正件数20件（障害発⽣件数0件）

公⾦の出納・管理

・歳計現⾦出納簿の整理と⼝座残⾼の照合
・資⾦計画の検討と余裕資⾦の運⽤
・⽀払額の確認と⽀払データ作成、資⾦決済直接

直接

直接

オンライン決済を実施する予定の⼿続数︓92

直接

直接
・決算⾒込、決算概要、決算書作成等

決算書作成（125箇所、260冊配布）

7

3

R7年度
予算

R6年度
予算現額

R5年度
予算現額

予算現額

事　業　名 会計事務運営管理費

4

細事業を構成する主な取組

会計審査

会計指導

決算事務

実施⽅法

事業番号 12 01 01 細事業⼀覧（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

2

1

細事業
No. 細事業名

会計事務運営管理費

No.

1

うち今回
補正額

千円

60,636 106,298

千円 千円

直接

149,787
△ 105,050

部局 会計局 課・室 会計課

令和７年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

・予算執⾏者からの⽀出命令を審査（⽀出負担⾏為の確認を含む）し、必要に
応じて改善指導を実施
・財務規則に定められた経費についての事前審査

⽀出命令審査約15万件実施　⽀出負担⾏為の事前審査約1万件実施

・会計相談、各種研修、単独現地機関に対する会計実地検査等

新任会計事務担当者研修（10地区）財務会計事務専門研修（Web)
出納員会議（10地区）


